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要旨　これまでの、わが国の里親研究の数は少なく、特に実証的な研究の少なさが指摘されている。

そこで、里親研究の今後の課題を展望することを目的とし、1998年 ～2008年 までのわが国の里親

研究の動向を概観した。

その結果、1998年 以降に里親研究の数が増加し、特に質的研究の増加が顕著になったことが示

された。さらに、研究協力者に元委託児童や現在の委託児童 も含まれるようにな り、当事者を重

視 した研究が発表されている。また、研究主題 も多様化 している。一方で、委託児童の実親を対

象 とした研究や、里親制度と施設制度との関係を主題 とした研究はほとんど進んでいない。さらに、

社会科学的視点に立脚 した社会的規定要因や政策過程の本質的な研究が少ないといえる。

今後の里親研究には、(1)里 親 ・施設 ・児童相談所の連携、(2)実 親の生活問題 と里親家庭 との関

係、(3)里 親制度をめぐる社会的規定要因との関連、(4)政 策決定の過程への批判的視点、など

の課題があるといえる。
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はじめに

社会的養護は、家庭の養育に欠ける児童に対して、児童福祉施設や里親によって、家庭養育の

代替の枠組みを提供 しようとするものである。近年、この社会的養護のあ り方として、個別的 ・

家庭的養護である里親制度が改めて注 目され、2002年 に戦後最 も大きな里親制度の改正が行われ

た。最近では、2008年 に児童福祉法の一部が改正 され、里親制度を含め社会的養護の枠組みは大

きく変わろうとしている。それに呼応 して委託児童数は1999年 以降徐 々に増加 し、2007年 には

3,633人となり、1999年の約1.7倍 となっている1。このように、1999年以降、里親制度は拡充期に入っ

ている。

これまでのわが国の里親に関する研究(以 下、「里親研究」と記す)に ついて、畠中(1989)と 益



田(1999)は 、実証的な研究が少ないことを指摘 している。畠中(1989)は 「里親制度の低迷一研

究の不振」と、あたか も里親制度低迷の要因の一つが里親研究の不振であるかのように述べてい

る。益田(1999)は 里親研究の視点や分析 ・考察の方法が画一的であったと指摘 している。

　一方において、益田(1999)は1990年 以降、里親に関 して多方面から研究されはじめ、研究手

法にも進展がみ られるなど、里親研究の発展の兆 しを指摘 している。この益田の論文は、1963年

か ら1999年 の里親研究の動向を検討 しているが、それ以後、里親研究の再検討を主 目的 とした研

究はない。そこで、1998年 か ら2008年 までの里親研究の動向を概観 し、その課題について展望す

ることを目的とする。

1.里 親制度の現況

　里親研究を概観する前に、近年の里親制度の状況 をみておこう。先に述べたように2002年 に里

親制度の大 きな改正があったが、これは、わが国が1994年 に批准した 「子どもの権利条約」の影

響が大 きい。すなわち、同条約では代替養護 を行 う場合ヽ施設措置よりも里親委託と養子縁組の

優先が規定されている2。ところが、わが国は里親制度を十分 には活用 してお らず、その整備の

必要に迫られたことが里親制度改正の一因として指摘できる。同時期に、わが国では児童虐待が

社会問題化してきた。虐待 によって保護される児童の増加にともないヽ児童養護施設の充足率が

1998年 か ら急上昇し、都市部などでは、児童養護施設は、ほぼ満杯状態になっていた。そこで児

童の保護先の確保 として里親が注 目されたことも、この改正に影響 したといえる。それは、被

虐待児を養育するための専門里親が創設されたことに現れている。以上の経緯については貴田

(2008)に 詳 しく述べている。

　 さらに、国は要保護児童の里親委託率を2003年 度の8.1%か ら、2009年 度までに約2倍 の15%

へ引き上げること、専門里親登録者総数を2003年 度の146人 から500人 に増加させる目標を掲げた。

また、里親への委託児童を施設と同様に満18歳 を超えて20歳 に達するまで可能 とし3、専門里親

への委託児に非行等の問題のある児童が含 まれるようになるなど、里親委託の対象が拡大 した4。

さらに、2008年11月 の 「児童福祉法」改正では、養子縁組 と養育里親を区別し、養育里親に研修

が課せ られ、都道府県等の里親支援が明確化された。

　 このような里親制度の改正を背景に、里親養育が社会的にも注 目を浴びるようになった。例

えば、様々な子どもに関する

雑誌に、それまではほとんど

み られなかった里親の特集が

組 まれるようにな り(表1)、

2006年 には、里親に関する専

門雑誌5も創刊された。



豆Ⅱ.研究方法

1998年 か ら2008年 に発表 された里親に関する文献を国立情報学研究所の論文情報ナビゲータ

(CiNii)と 日本子 ども家庭総合研究所データベースを用いて、「里親」というキーワー ドで検索 し

た文献か ら抽出した。選定にあたっては、著書、学術雑誌等(紀 要 ・論文集等を含む)に 発表さ

れた論文、及び調査報告書を対象文献 とし、68件 を収集 しリス トを作成 した6。まず、研究方法

を(1)文 献研究、(2)量的研究、(3)質的研究、(4)書籍の4類 型に分類 し7、2年間毎に集計 した(図

1)。次に、研究の主題別に分類 ・集計 した(表2)。 さらに、調査研究を調査協力者(調 査対象者)

別に分類・集計した(表3)。 ただ し、一つの論文に複数の主題や調査協力者が含まれている場合、

その研究は複数の領域に分類 した。

皿Ⅲ.里親研究の動向

1.研 究数と研究方法の推移

図1の 研究数と研究方法の年次推移をもとに、里親研究を概観する。

全体 として研究数は、1999年 以降右肩上が りに増加 している。特に2003年 から2004年 は文献研

究が増加 しているが、これは、ほとんど2002年 の里親制度の改正を受けたものである。2005年 以

降は、調査研究の数が増大 し、中でも最近は質的研究が量的研究を上回っている。質的研究では、



その多 くが量的研究の限界に言及 し、量的研究を補完することが意図されていた。

このような里親研究の進展 とともに、里親についての書籍の出版が相次いでいる。庄司(2003)

は多方面か ら里親制度 と里親養育を解説 した。この書籍は2002年 里親制度改正までのわが国の里

親制度 ・里親養育研究の集大成といえる。和泉(2006)は 、家族社会学の立場から里親家族とは

なにかを問いかけた。湯沢 ら(2004)は 里親制度の国際比較研究としてまとめている。また、汐

見(2001)は 里親制度の歴史を、家庭養護促進協会(2004>は 子どもの養育について、湯沢(2005)

は里親制度の入門書を出版 した。

以上のような研究者による出版だけでなく、ノンフィクション作家などによる一般向けの出版

も相次いだ。例えば、武井(2000)は 元里子のライフヒス トリーをまとめ、村田(2005)は 里親家

庭の実態をルポルタージュした。里親である坂本(2003,2004,2008)の 出版 もあった。こうした書

籍の出版は、里親への社会的関心の広が りを反映 したものであるといえる。

(1)量 的研究の特徴

1998年 に、網野ら(1998)8は 児童相談所と養護施設に対 して全国調査を実施 し、里親制度のあ

り方について考察した。また庄司ら(1999)は 里親研修の実態を調査 し、一方で欧米における里

親養育研究の動向について紹介 している(庄 司 ら2001,2002)。 澁谷 ら(2005)は 被虐待児を受託で

きる里親の絶対数が少ないこと、児童相談所における里親支援体制の不十分さを報告 している。

小山ら(2007)は 里親研修の実態を庄司 ら(1999)の 調査 と同一項 目で行い、研修回数の増加を示

した。

以上の研究は、厚生省、又は日本子 ども家庭総合研究所9の研究補助を受けた全国規模の量的

研究であった。この時期は、1994年 の児童福祉審議会による 「児童の健全育成に関する意見10」、

1996年 の中央児童福祉審議会基本問題部会の中間報告 「少子社会にふさわしい児童 自立支援 シス

テムについで1」など、里親制度の適切な運用の見直しが検討課題とされたことが背景にあった。

すなわち、以上の1998年 以降に発表された里親研究は厚生労働省の動向を反映 したものであった

といえる。1998年 より前の里親研究12のほとんどが、民間里親支援組織や個人による地域限定の

研究であったこととは異なっている。

(2)質 的研究の特徴

先の図1に 示されたように、質的研究の増大が顕著である。具体的には後述するが、里親と委

託児童を家族や親子関係 として捉えた質的研究により、量的な研究だけでは明瞭にはならなかっ

たお互いの意識や関係性がより詳細に記述されるようになったといえる。

2.研 究の主題からみた研究動向

表2に 示 したように、里親研究を主題別に、「里親制度」に関するもの と「里親への援助 ・方

法」に関するものに分類 した。さらに、「里親制度」に関するものを 「支援体制/里 親研修」、「歴



史/位 置づけ」、「国際比較」に分類 した。「里親への援助 ・方法」に関するものを「家族関係/親 子

関係」、「里親養育のあり方」、「委託児童の成長/養 育過程」、「アタッチメント形成」、「里親活動」、

「施設の里親支援」に分類 した。以下、この分類をもとに、里親研究を検討する。

(1)里 親制度不振の理由

里親制度研究の多 くが里親制度不振について触れてお り、特に実態調査の多 くでは、わが国の

血縁意識をその原因としてあげている。

児童相談所職員を対象にした網野 ら(1999)の 調査では、「血統 を重んじるわが国の親子観に

よる」という回答が約4割 、里親を対象にした庄司ら α999)の 調査では、「血縁意識が強いなど

社会的偏見が強い」という回答が約7割 あった。 これらは複数回答の一つであるが、血縁意識が

里親拡充を阻害 している原因と調査対象者が考えていることを示 しているといえる。ところが、

1967年 には小笠原(1967:88)に よってすでに、わが国の国民性や血縁意識という観念の科学的

な立証がなされていないことが指摘されている。 さらに、小堀(2005)は 、「日本が血のつながり

を重視する風土があるか ら」ということを里親制度が発展 しない理由にあげることは、部分的に

は妥当性はあるが、やや素朴 な見解であると指摘 している。益田(1999)は 里親制度不振の理由

を過去の研究が、画一的かつ安易に国民性や社会風潮を原因としたことによって、本質的な問題

が覆い隠されたと述べている。すなわち、網野 ら(1999)や 庄司 ら(1999)の 調査結果は、調査対



象者の体験からくる直感、あるいは社会的な風潮をそのまま受け入れているに過 ぎず、科学的に

証明されているわけではない。

こうした一連の状況か らすると、今後、里親委託を阻害 している要因についての多面的な要因

分析が必要であると考えられる。

(2)里親制度の運用と支援体制

2002年 に専門里親と親族里親が創設されたことを受け、里親種別の支援体制や里親研修の研究

がみられる。例えば、専門里親については、里親の量と質の両面から被虐待児を委託できる里親

が少ないという児童相談所職鼻の回答(湯 沢ほか2003)が ある。木村(2005)は 登録里親への調査

を行い、被虐待児を養育する場合の潜在的なニーズを探 り、木村 ら(2006)は 専門里親が活用し

うる社会資源の情報提供システムを構築する必要があることを示した。

庄司 ら(2008)は 親族里親の創設後5年 が経過 したことを受け、全国の児童相談所に対 して親

族里親 と「季節里親」の運用状況を調査 した結果、双方 とも自治体 による格差があり、親族里親

の運用は全体的に消極的であることを報告している。

また、その他にも運用や支援体制に関する問題点を指摘する研究は多い。益 田(2001)は 里親

が児童相談所職員の勤務態勢や対応 に不満をもっていることを報告 している。左高(2007)は 児

童相談所の里親担当職員が里親委託を進めていきたいと思いながらも、里親委託は施設措置より

も労力を要するために委託が進まないと感 じていることを示 した。津崎(2004)は 宇都宮里子傷

害致死事件13を取 り上げ、わが国には専門的ソーシャルワーク支援 に基づ く里親委託制度が存在

しなかったことを指摘 している。梅澤(2004)は 里親委託が進まない主な要因の一つ として、児

童相談所の職員がマッチングに長けていないこと、田中(2008)は マッチングシステムの機能不

全をあげている。酒井(2005)は 日本では養育里親認定アセスメントに関する研究がほとんど皆

無であることを指摘 している。

打土井(2006)は 地域での里親活動を報告 しヽ吉田(2008)は 行政や里親会とは別組織で 「純粋

な自発 ・発展型」である里親のセルフヘルプ ・グループ活動を紹介 している。

以上、里親制度運用 と支援体制に関する研究から、里親の種別による運用状況、及び里親の抱

える問題は異なっていることが示唆された。そして、今後はさらに、里親の種別にその役割や位

置づけを整理 し、その特徴を生かした運用を図る必要性が示されたといえる。また、児童相談所

については、里親と委託児童とのマッチング、養育里親のアセスメントなど、専門的な援助技術

(ソーシャルワーク)の 不十分さが明らかにされている。きらに、里親のセルフヘルプ ・グルー

プ活動に関する研究は少なく、里親による自主的活動は発展途上であることが示唆された。

(3)里親制度の歴史/位 置づけ

丹羽(2003)は 戦災孤児保護政策の策定過程を追い、里親制度が児童福祉法に規定される経緯



を明 らかにした。宮島(2006)、 木村(2007)は 里親改正や里親施策を社会的要因とともに歴史的

視点か らも論 じ、里親制度の位置づけや役割について考察 した。貴田(2007)は 政策主体の意図

という視点から、政策主体が里親制度を社会的養護政策の中にどのように位置づけようとしたの

か検証 した。さらに、貴田(2008)は2002年 の里親制度改正に至る過程 を1990以 降の社会的要因

との関連から分析 している。

以上の研究は、里親制度をめぐる社会的養護政策に対する批判的視点をもち、制度策定過程に

まで踏み込み、国に対 して変革を要請するような政策 ・制度論研究であるが、そのような研究は

非常に少ない。

(4)国 際比較

庄司 ら(2001)は90年 代の欧米における里親養育研究の動向を検討し、里親養育の課題の一つ

として、社会的養護を受ける子どもと実親との関わ りを検討する必要性を述べた。飯久保(2003)

は社会文化的視点からイギリスと比較し、わが国で里親制度を推進するためには、親となる男女

が子育てを共同でやっていく方策を考えることや、里親の社会的承認についての方策などを課題

としてあげた。伊藤(2004)も イギリスとの比較か らわが国の里親研修の回数が顕著に少ないこ

とや、児童相談所の家庭訪問回数が少ないことを報告 した。また、大谷(2004)は カナダとの対

比において、日本では子どもと里親を疑似親子関係 とみるため、里親家庭への介入を控えてお り、

里親家庭における虐待の犠牲者が増えることを危惧 している。

以上の国際比較の結果、里親委託を検討する場合、社会文化的な側面や、委託児童に対する里

親の存在の位置づけ、子どもと実親 との関わりなどを検討 しなければならないことが示唆 された

といえる。

(5)里親養育

里親養育を主題 とする研究は、1990年 代後半には、渡邊 ら(1998)の 養育家庭での生活調査、

庄司ら(1999)の 里親意識や里子養育の現状調査など、量的研究が行われたが、近年は、里親家

庭を一つの家族 と捉えた事例研究や語 りを分析 した質的研究が増加している。例えば、森(2001)

は里親家庭の親子関係形成に着目し、エコロジ力ルアプローチの視座から里親家庭を分析 し、児

童相談所において効果的な里親委託をするための条件 を提案 した。さらに、森(2008)は 一人の

里母の語 りをライフヒス トリーとして構成し、里親委託が里母と里子の双方にどのような価値を

もたらしたのかを考察 している。

嶋崎(2004)は 里親の不完全さは、将来、里子が親になったときに完壁でな くてもやっていけ

るというポジティブな意味も持っていることを指摘 している。森本 ら(2006)は 里子の成長過程

を継続的に分析 し、社会的支援の必要性を述べている。松本(な)(2006)は 成人 した元里子、里親、

施設職員を対象にインタビュー調査を行い、子どもの養育に必要なことは家庭生活や家族との関

係性のなかにあることを示 した。山口(2007)は 、里親と元里子へのイ ンタビューを分析 し、里



親 と里子のアタッチメント形成 という視点から里親制度の課題を示 している。

福地 ら(2005)は 、地域医療の見地から委託児童について、その問題行動を検討している。御

園生(2007)は 、臨床心理学の立場か ら里親夫婦とその里子のそれぞれの語 りを分析 し、子 ども

の家族関係の認識は、子 どもが里親家庭に委託 される前の生育歴によって大 きな違いがみ られる

ことを示 した。この研究は、現在委託 されている児童を協力者 としている点が画期的であるとい

える。また、金山ら(2006)は 子 どもの特異的行動への家族の対応の分析を行い、臨床心理学的

知見の重要性を指摘 している。和泉(2002)は 家族社会学の立場か ら、里親家族の語 りを通 して、

里親は親子関係に 「切 り離す」という選択肢が開かれていることか ら、血縁関係 を前提とした関

係 とは決定的に異なるとまとめている。

このように、社会福祉学か らの検討だけでなく、数は多 くないが、医療の現場か らや、心理学、

社会学などの視点か らの研究へ と広がっていることが確認できた。さらに、里親 と委託児童を家

族や親子と捉えた質的研究により、量的な研究だけでは明瞭にはならなかったお互いの意識や関

係性をより詳細に記述することによって、里親養育の課題が示されている。

(6)里 親と施設の連携

施設 と里親との関係について、網野 ら(1999)は 里親か ら養護施設に措置された児童に関する

調査を行い、児童相談所のケースワークと里親の資質や専門性の向上が必要であると報告 してい

る。

庄司 ら(2004)は 児童福祉施設による里親支援のあ り方に関する調査を行っている。児童養護

施設では、養育里親 との関わりや相談体制がある施設は少なく、施設 と里親のパー トナーシップ

の必要性についての意識 も低いことを明 らかにし、乳児院では里親 との連絡 ・調整が家庭支援専

門相談員によってなされてお り、児童養護施設に比べると里親へ との関わりや支援への意識は高

いとしている。益田(1999)は 乳児院、児童養護施設が里親に対 してもつ意識を把握し、それぞ

れがもつ意識の相違点を明確にしてい くことが必要 と指摘 している。こうした指摘に対する答え

の一つを示 したものとして、 この庄司 ら(2004)の 研究は評価できるが、なぜパー トナーシップ

への意識が低いのかなど詳細な点がまだ不十分であ り、今後の研究課題の一つ といえる。

3.調 査協力者からみた研究動向

表3に 示 したように、最も頻繁に調査対象とされているのは、里親(里 親家庭)で あ り、意識

調査や実態調査が多い。児童相談所 を対象 として、里親制度の運用実態や職員の意識調査も行わ

れている。里親会や民間里親機関に対しては、里親研修の実態が調査されている。また、委託児

童や元委託児童を対象 とした質的調査は、近年の研究の特徴 といえる。

一方、社会的養護のあ り方として里親と施設の連携の重要性が指摘 されているが、乳児院や児

童養護施設を対象 とした研究は少ない。さらに、実親を対象 とした研究はみられない。



WⅣ.里 親研究における今後の課題

ここでは、里親制度が子 どもの福祉にさらに応えていくために必要な課題を4つ に整理 し、里

親研究の今後を展望する。

1.里 親 ・施設 ・児童相談所の連携

従来、里親制度と施設制度の研究は別個に行われてきた。 しか し、里親と施設は、本来同じ社

会的養護の枠組みの中で、要保護児童に対する社会的資源 として協力 ・連携 しなければならな

い。 しかし、そのためにこれまであまり交流がなかった里親 と施設の 「相互の意識の相違点を明

確にする」(益田1999)だ けでなく、相互理解を図る方法を検討することが必要であろう。さらに、

両者の協力 ・連携に関する研究を進めてい くべ きであると考える。 しかしなが ら、前述の庄司

ら(2004)の 調査報告以後には、施設の里親支援や里親との連携に関する研究は行われていない。

また、施設と里親の関係には、措置決定機関としての児童相談所が必ず関与 しているため、里親・

施設 ・児童相談所 という3者 の関係や協力に関する研究が必要である。

ところで、施設に対して意識調査する場合、施設職員と施設経営者は異なる認識をもっている14

ことが推測できるため、それぞれを対象 として認識の相違点を明確にする必要がある。すなわち、

施設職員又は施設経営者それぞれの意識からみえて くる里親制度と施設制度 との関係性という点

からも研究されるべきである。

2.実 親の生活問題 と里親家庭との関係

湯沢 ら(2003)は 里親の問題意識を検討してお り、「子 どもが4人 なので来宅支援を希望」、「障

害児を預か り育てることは苦労が大 きい」、「学校側の認識が低い」などの問題を抱えていること

を報告 している。このような里親家庭の問題意識を生活問題 として捉えた研究はみあたらない。

また、里親と委託児童との関係は研究されているが、里親家庭と実親 との関係を主題にした研



究はない。 しかし、児童や里親が実親との交流があることは示されている。例えば、湯沢 ら(2003)

は児童の約3割 が委託後に実親や親族 と交流をもっていることを示 し、澁谷 ら(2005)は それよ

り多 くほぼ半数であることを示 した。同様に、4割 の里親が実親と交流 したことがあるという報

告もある(庄 司ほか2008)。

さらに、庄司ら(2001)は 欧米の研究には、実親を対象 とした研究があることを紹介 し15、里親

養育においても実親との関わりを検討 していく必要があると述べている。しか しなが ら、表4か

ら明らかなように、わが国の里親研究では、委託児童の実親を調査協力者としたものはなく、実

親の意識や生活問題、里親や委託児童との交流については、ほとんど明らかにされていない。

そこで、実親の意識や生活問題、里親家庭と実親との関係を明らかにしてい く必要があるだろ

う。さらに、委託児童が、将来実親と生活をともにすることも想定し、実親や児童の自立支援を

課題 とした研究も重要である。すなわち、実親の生活問題という視点から里親制度の課題や子ど

もの自立の課題を明らかにすることが必要である。

3.里 親養育 と社会的要因との関連

従来、わが国は血縁意識が強 く、里親養育を受け入れない風土があるという素朴 な実感から、

里親制度は日本には根付かない制度であるというあきらめがあった。しかし、里親制度が広 く活

用されていない状況を 「社会的につ くられてきたもの として捉 え、その過程を分析する」16とい

う視点で検討することも必要であろう。つまり、社会、経済、文化などの社会的背景との関連か

ら里親制度や里親養育を分析する必要性もあると考えられる。例えば、小堀(2005)は 里親制度

を養子縁組 ・生殖医療 ・ボランタリズムとの関わ りを考察し、里親を職業として位置づけること

を提案 している。

このように社会、経済、文化などの社会的背景 との関連から里親制度を考察することができる。

里親制度や里親養育をめぐる社会状況には、わが国の血縁意識や風土以外 にも、小家族化と核家

族化の進行、地域社会との関係の希薄さ、経済状況、住宅事情など多 くの問題が存在する。こう

した社会的要因との関わりの中で里親制度や里親養育が構築されてきたという視点からの研究も

必要であると考えられる。

4.政 策決定の過程への批判的視点

批判的視点に立つ里親研究とは、制度改正の中味を検討するのみでなく、改正に至るプロセス

を検証 していく研究であると考える。中西ら(2003)は 「政策決定の過程で、当事者を欠いた官僚

の意志決定が危険である」こと、また 「迅速で組織的な当事者運動の動きが、政策決定の過程に

介入することが重要である」と指摘 している。

当事者の声 を十分に反映させた政策決定が重要と考えられる。しかし、児童養護分野において



は、障害者分野にみ られるような当事者団体や当事者支援団体が政策決定に十分な影響力をもっ

ていない。だか らこそ、里親研究は政策主体の動向に単に同調するのではなく、当事者である子

どもの特性や立場を十分に考慮し、常に政策決定の過程を批判的に検討 してい くことが必要であ

る。

おわりに

本稿では、主として1998年 から2008年 までの里親研究の動向を概観 し、今後の課題を指摘 した。

里親への社会的、政策的な注目が高まるのにあわせて、それ以前よりも里親研究の量の増大だけ

でなく、その主題や分析方法などの多様化もみられた。 しか しなが ら、実証的に明らかにしてい

かなければならない課題は多い。

さて、現在、里親制度をめ ぐる社会的養護体制は、ファミリーホームの創設、里親支援機関に

よる里親支援の強化、児童 自立生活援助事業の見直し ・拡充などが進められている。こうした里

親支援や里親事業を実施 していくにあたり、新たな問題が発生するであろう。今後も、里親支援

や里親事業の実態把握やアセスメントをしていかなければならない。

さらに、里親制度が子 どもの福祉に応える制度 となるためには、委託児童を中心にして里親や

実親の生活問題を明らかにしなければならない。また、社会的養護 としてともに社会的資源であ

る里親 と施設 との協力が必要であ り、それ らをつなぐソーシャルワークのあり方が検討 されるべ

きである。同時に、制度改正の背景にどのような政策主体の対象認識があったかという社会科学

的視点に立脚 した本質的な研究もなされなければならない。

付記　本研究は平成21年度日本学術振興会科学研究費若手研究(ス タートアップ)No21830168の 助成を

受けたものである。
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カウントする可能性 もあるため対象文献から除外 してある。また、例えば『月刊福祉』や『里親と子 ども』

など学術雑誌や商業誌における解説、総説についても対象文献に含めなかった。

'7Strauss&Corbin(1998)は
、 質的研究は統計的な手法や数量化によらず行われる研究であ り、その基

本的構成要素の一つとしてデータを分析しているものとしている。本研究では質的データを数量化せず

分析 した研究を質的研究とし、データを数量化によって分析 した研究を量的研究と定義 した。

8厚 生省の企画を推進する目的をもつ1997年 度の厚生行政科学研究であ
った。

9日 本子 ども家庭総合研究所は
、1938年12月 に愛育研究所として開設された母子保健 と子ども家庭福祉の

ための研究所である。1964年 には国立の児童問題研究所に準ずる研究機関となり、1997年には厚生省(現

厚生労働省)の 援助で新 しい研究棟が完成し、日本総合愛育研究所を日本子ども家庭総合研究所 と改称

している。

10里親制度について以下の2つ の意見が具申されている
。1つ は「里親委託期間が養護施設等 と異なるのは、

公平を欠 くものであり、他の施設と同様に委託期間を20歳 まで延長できるように、児童福祉法第31条 の

規定を改めること」。 もう1つ は「里親制度の発展の方策について、引き続 き検討すること」であった。

I11報告書では
、里親制度について具体的な施策を先送 りにしなが らも「児童の年齢や家族環境などを踏ま

え、その児童にとって最善の処置を確保するという観点に立つて、現行制度の適切な運用の見直しを図

り、運用の実態等 を踏まえ、里親制度のあり方について今後検討を行 うことが必要である」と述べ られ

ている。

121998年 よ り前の代表的な研究に
、三吉明(1963)、 小笠原平八郎(1967)、 吉澤英子(1987)、 松 本武子

(1972,1980,1986,1991)を あ げることができる。また、家庭養護促進協会のもとで右田紀久恵(1978)、

芝野松次郎ら(19841988)が 調査をしている。

i132002年
、栃木県宇都宮市である里親女児が里母から身体的虐待を受けて死亡 した。里は母傷 害致死の疑

いで逮捕されヽ懲役6年 の刑が確定した事件(津 崎2004)。 詳 しくは津崎(2004)を 参照されたい。

M14津崎哲雄(2002)は
、「施設には経営問題があり、職員の雇用問題をかかえ、里親に対して熱心になれる

ということは理論的にありえない」と指摘 している(財 団法人全国里親会が設置 した里親活動振興事業

検会の報告書)。

15庄司 ら(2001)に よるとK
ufeldt et al.(1996)は 、里子、里母、ソーシャルワーカーとともに実母にも面

接調査 をしている。

16上野千鶴子(2001)『 構築主義とは何か』勁草書房
。
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